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第１ 青少年自然の家施設の設置目的  

 山口県由宇青少年自然の家（以下「青少年自然の家」という。）は、豊かな自

然環境の中で、野外活動、集団宿泊研修、青少年の交流等を通じて心身ともに健

全な青少年を育成することや、青少年団体の指導者の育成を目的とした青少年教

育施設として設置しています。 

 

第２ 基本方針 

   青少年自然の家の管理運営は、次に掲げる項目に沿って行ってください。 

  ・青少年自然の家が、豊かな自然環境の中で、野外活動、集団宿泊研修、青少年

の交流等を通じて、青少年の心身の健全な育成を図る場とした設置目的に沿

って、管理運営を行うこと。 

  ・使用者の意見を管理運営に反映させること。 

  ・個人情報の保護を徹底すること。 

  ・安全かつ効率的な運営を行うこと。 

  ・管理運営経費の縮減に努めること。 

  ・青少年自然の家の管理運営に当たっては、地域との連携を図ること。 

  ・教育委員会の取組方針を十分に理解し、子どもたちの体験活動を推進する中 

核施設として体験活動の充実に主体的に取組むこと。(参考資料７参照) 

 

第３ 施設の概要 

１ 対象施設  

主な管理対象施設等は次のとおりです。施設・設備ごとの管理基準に従って管理

を行ってください。 

 所 在 地          岩国市由宇町２２７３番地の２ 

敷 地          借地(市有地)  ：  46,927㎡ 

主な建物及び構造 

 

 本館棟(鉄筋コンクリート造４階建)     5,335㎡ 

 若者交流棟(鉄筋コンクリート造平屋建)      1,308㎡ 

設 置 年 月 日          平成９年３月２６日 

主 要 施 設 等         

 

 

 

 

 

 研修室60人 創作室60人 イベントホール200人  

 音楽室99㎡ 交歓室60人 

 一般宿泊室120人 集団宿泊室80人 宿泊定員200人 

 キャンプ場 

 親水広場 

 多目的広場 

 

２ 入所・退所時間  

  青少年自然の家の入所・退所時間は、原則として午前９時から午後４時までと

します。ただし、使用者ニーズを勘案し、指定管理者は柔軟に延長することができ

ます。 



 

３ 開館日 

  青少年自然の家の施設の使用日及び使用時間は、次のとおりとします。 

なお、指定管理者は特に必要があると認めるときは、教育委員会の承認を得て臨

時に開館し又は閉館することができます。 

施設の名称 使用日 使用時間 

一般宿泊室 

集団宿泊室 

キャンプ場 

１月５日から 12 月 27 日までの日（毎月の

第１月曜日、第３月曜日及び第５月曜日

（これらの日が国民の祝日に関する法律

（昭和 23 年法律第 178 号）に想定する休

日（以下「休日」という。）に当たるとき

は、これらの日後において最も近い休日以

外の日）を除く。） 

午前０時から 

午後 12 時ま

で 

研修室 

創作室 

イベントホール 

控室 

音楽室 

交歓室 

午前９時から 

 午後 10 時ま

で 

 

４ 使用者の範囲 

  指定管理者が青少年自然の家の使用を許可することができる者は、下記５(1)許

可の制限において定める場合に該当しないときとします。 

 

５ 使用者の制限 

 (1)  許可の制限 

   指定管理者が青少年自然の家の使用を許可してはならない場合は、次のいず

れかに該当するときとします。 

   ・公益を害するおそれがあると認められるとき 

   ・青少年自然の家の管理運営上支障があると認められるとき 

(2)  使用の取消し 

   指定管理者が青少年自然の家の使用の許可を取消すことができる場合は、次

のいずれかに該当するときとします。 

   ・山口県青少年自然の家条例又は同条例に基づく教育委員会規則等に違反し

たとき 

   ・指定管理者の指示に従わないとき 

 

第４ 指定管理者が行う業務範囲 

１ 施設の運営に関する業務 

 (1)  施設の管理運営体制 

青少年教育施設の目的を効果的かつ効率的に達成するために、専門的職員の

配置等適切な管理運営体制が必要となります。 

特に、使用者と直接的な関わりを持つ教育施設に従事することから、教育者



としての資質及び野外活動等の専門的知識や技能を有することが必要です。 

  ア 組織体制(常勤の職員) 

   (ｱ)  所  長   

青少年育成に十分な経験を持ち、施設の運営に必要な力量を有すると共 

にそれを発揮できる者 

   (ｲ)  事務職員   

経理及び管理事務に精通している者 

   (ｳ)  指導職員  

・教員免許又は野外活動等の指導者の資格を有する者など、青少年自然 

の家の設置目的に沿った指導のできる者 

・教育施設としての基本的人権を尊重した指導のできる者 

※野外活動等の指導者の資格とは、キャンプディレクター２級以上、レクリ
エーション・コーディネーターをいう。 

     〔参考：７年度職員体制〕 

       所長   

 

管理（事務職員 ３人 うち運転手兼管理員 １人） 

指導（指導職員 ２人 )                      

  イ 勤務体制 

   (ｱ)  労働基準法に沿って、勤務体制を組むこと。 

   (ｲ)  全体の勤務の割振りは、所長以下、それぞれの職務に応じてバランスを

とること。 

   (ｳ)  常勤の職員に、甲種防火管理者の資格を有する者及び危険物取扱免状の

交付を受けている者を配置すること。 

     (ｴ)  送迎用マイクロバス（ＭＴ車）を運行するために、大型自動車免許の有

資格者を確保すること。 

 (2)  受入事業 

  ア 研修プログラム内容 

    指定管理者は、使用者が自らの計画に基づいて実施する研修プログラムが

効果的かつ充実したものになるよう、これまで施設が実施している水準の各

種研修プログラムの提供や、適切かつ必要な指導、助言等を使用者に行い、年

間を通じて効果的かつ効率的な施設利用を図ってください。 

    なお、研修プログラムへの支援を要しない場合においても、使用者の安全

管理を図ってください。 

     (ｱ)  入所団体へのプログラム指導 

     施設で実施されるプログラム指導は、次のように分類されます。 

        ・引率者指導 

資料等を事前に引率者に渡して引率者が指導すること。 

・職員指導 

技術・経験が必要なプログラムで職員が指導すること。 

・外部講師指導 

外部の講師により指導を受けること。 



 (ｲ)  受入事業の主な研修プログラムの例 

     (参考資料２参照) 

  イ 研修日程 

    青少年自然の家では、基本的な生活習慣を身に付けるために、原則的な研

修日程を次のとおりとします。 

項  目 ４月～10月 11月～３月 内     容 

 起床 

 整理・洗顔 

 6:30～ 7:00 

 

 7:00～ 7:30 

 

・寝具の整理 

・退所日はシーツ枕カバーの返納 

 朝のつどい  7:00～ 7:20  7:30～ 7:50 ・諸旗の掲揚、朝のことば、健康観察 

 清掃  7:20～ 7:40  7:50～ 8:10 ・清掃、ゴミの処理 

 朝食  7:40～ 8:50  8:10～ 9:00 ・セルフサービス 

 研修  8:50～12:00  9:00～12:00 ・各プログラム等 

 昼食 12:00～13:00 12:00～13:00 ・セルフサービス 

 研修 13:00～16:30 13:00～16:30 ・各プログラム等 

 自由 16:30～17:00 16:30～16:40 ・自由な交歓 

 夕べのつどい 17:00～17:20 16:40～17:00 ・諸旗の降納、夕べのことば 

 夕食・入浴 17:20～19:30 17:00～19:30 ・セルフサービス 

 研修 19:30～21:00 19:30～21:00 ・各プログラム等 

 自由交歓 21:00～22:00 21:00～22:00 ・自由な交歓 

 就寝準備 22:00～22:30 22:00～22:30 ・１日の反省、寝具のセット 

 消灯 22:30 22:30 ・就寝 

  上記の集団宿泊とは別に一般宿泊の場合 

  研修時間 午前  9:00～12:00 

       午後 13:00～17:00 

         夜間 19:00～21:00（音楽室・創作室等は 22:00 まで） 

 (3)  自主事業（指定管理者が行う事業） 

    指定管理者は、教育施設としての青少年自然の家の設置目的を達成するため

に、積極的かつ計画的に自ら教育活動として自主事業を実施してください。 

      なお、事業の実施に当たっては、材料代、保険料などの事業に係る実費相当額

を参加料として徴収してください(主な自主事業の例：参考資料３参照)。 

 (4)  フィールドの整備及び研修プログラムの研究開発 



   指定管理者は、施設の自然環境や立地条件を生かした屋外でのフィールドの

整備及び研修プログラムの研究開発を行ってください。 

(5)  地域との連携と支援ボランティアの育成等 

   指定管理者は、青少年自然の家が実施するプログラムや自主事業において、

地域の人材を活用することや地域の民俗・文化・歴史にふれる事業等において、

地域との連携を図ってください。また、地域における支援ボランティアの育成に

も努めてください。 

(6)  その他業務 

  ア 急病や緊急時の対応業務 

    指定管理者は、施設の使用者等の急な病気、けが等に対応できるよう、近隣

の医療機関等と連携するとともに緊急事態の発生時には的確な対応をとって

ください。 

   (ｱ)  急病等の対応 

    ・施設内で起った急病やけが等については、速やかに応急処置を行うこと。 

    ・けが人の住所・氏名・連絡先等、報告書を作成するために必要な事項を 

本人又は引率者から聴取すること。 

    ・応急処置を施した上で、なお病院での診察が必要な場合は、診察を受け 

るよう適切に指導すること。 

    ・自主事業や施設設備の不備等で起った事故で病院へ行く場合(含む救急 

車)は指定管理者が同行すること。  

    ・自主事業での事故や施設側の暇庇に起因する場合、あるいは重傷事故の 

場合は、応急処置又は病院搬送後、速やかに教育委員会に連絡すること。 

    ・報告書を作成し、教育委員会へ報告すること。 

   (ｲ)  緊急時の対応 

     指定管理者は、災害等緊急時の使用者の避難、誘導、安全確保及び必要な

通報等について防災計画を作成し、緊急事態の発生時には的確に対応して

ください。 

     なお、災害等の緊急事態の発生時には、県及び所在地の市町にその旨を

連絡する必要があります。また、災害時等に緊急に防災拠点、避難場所等と

して本施設を使用する必要があるときは、優先して避難者等を受け入れて

ください。 

イ 遺失物・拾得物の処置業務 

    指定管理者は、施設内で遣失物の届出があった場合や拾得物を発見した場

合には、遣失物届出表又は拾得物保管簿等に記入し、適切に保管・処理してく

ださい。 

 

２ 施設の使用に関する業務 

 (1)  使用申請の受付、許可 

   午前８時３０分～午後５時１５分までは申込み等の受付を行ってください。 

   なお、宿泊使用者がいる場合は時間外も受付けるものとします。 



  ア 使用許可申請の基本的な手順 

        

        

        

        

  

 利 

 用 

 者 

 

 

 

 

 

申 請 ・ 受 付  

 

 

 

 

入 

  

 所 

 

 

 

 

 

    ○     ○         ○      ○ 

    受     関         書      許 

  付     係         類      可 

          書         審      書 

        類         査      送 

           交               付 

      付 

〔申請の受付は１年前から可能〕 

  

  

  

   

  

 

 

 

 

       ※使用許可申請書等の関係書類は、これまでのものをモデルにしてください。 

  イ 業務の基本事項 

   (ｱ)  申込みの問い合わせは、所長以下、職員全員で対応すること。 

     (ｲ)  予約の受付は、原則として入所予定日の１年前からとすること。 

    ※変更があり得ることの了承を求めておくこと。 

   (ｳ)  必要に応じて、団体との事前打合わせ等を行うこと。 

     (ｴ)  施設の性格、教育目標、施設・設備の状況について、事前に理解してもら

うこと。 

  ウ 入所申込時の確認事項 

   (ｱ)  研修目的 

    (ｲ)  団体名及び活動内容 

    (ｳ)  人員(男女別年齢構成)  

   (ｴ)  責任者の住所、氏名、連絡先、電話番号 

    (ｵ)  研修期間 

    (ｶ)  満１９歳以上の一般団体の使用は、利用料金を指定する日までに納付 

エ 入所時の打合せ 

   (ｱ)  人員、健康面、天候によるプログラムの変更等の確認 

   (ｲ)  入所式の開始時間の確認等 

 (2)  利用料金の徴収 

  ア 青少年自然の家の利用料金は、指定管理者が使用者から徴収し、指定管理

者の収入として収受してください。 

イ 利用料金の基準額は次に示すとおりですが、基準額の 0.8 倍から 1.2 倍の

範囲内で、教育委員会の承認を受けて指定管理者が定めてください。 

ウ 指定管理者は、公益上特に必要があると認めるとき、その他特別の理由があ

ると認めるときは利用料金を減免することができます。 

 

施設の名称 区分 基 準 額 単  位 

一般宿泊室 7,330円 １日につき 

集団宿泊室 宿泊する場合 16,750円 



宿泊しない場合 2,630円 午前９時から正午まで 

3,500円 午後１時から午後５時まで 

4,360円 午後６時から午後１０時まで 

6,130円 午前９時から午後５時まで          

7,860円 午後１時から午後１０時まで 

10,490円 午前９時から午後１０時まで 

1,100円 延長料１時間につき 

器具の使用 1,030円の範囲内で知事が定める額  １点又は１組１回につき 

備考  

学校教育法(昭和22年法律第26号)に規定する学校(大学を除く。)、主として19歳

未満の者が在学する専修学校若しくは各種学校、児童福祉法(昭和22年法律第164号

)に規定する保育所又は少年団体が教育活動又は団体活動として集団宿泊研修、野

外活動等を行うために使用する場合においては、利用料金を徴収しないものとする

。 

研
修
室 

平日 1,530円 午前９時から正午まで 

2,030円 午後１時から午後５時まで 

2,540円 午後６時から午後１０時まで 

3,560円 午前９時から午後５時まで 

4,570円 午後１時から午後１０時まで 

6,100円 午前９時から午後１０時まで 

630円 延長料１時間につき 

休日等（日曜日

及び土曜日並び

に休日） 

1,840円 午前９時から正午まで 

2,440円 午後１時から午後５時まで 

3,050円 午後６時から午後１０時まで 

4,280円 午前９時から午後５時まで 

5,490円 午後１時から午後１０時まで 

7,330円 午前９時から午後１０時まで 

760円 延長料１時間につき 

器具の使用 1,030円の範囲内で知事が定める額  １点又は１組１回につき 

創
作
室 

平日 1,560円 午前９時から正午まで 

2,070円 午後１時から午後５時まで 

2,600円 午後６時から午後１０時まで 

3,630円 午前９時から午後５時まで 

4,670円 午後１時から午後１０時まで 

6,230円 午前９時から午後１０時まで 

640円 延長料１時間につき 

休日等（日曜日

及び土曜日並び

1,880円 午前９時から正午まで 

2,480円 午後１時から午後５時まで 



に休日） 3,110円 午後６時から午後１０時まで 

4,360円 午前９時から午後５時まで 

5,590円 午後１時から午後１０時まで 

7,470円 午前９時から午後１０時まで 

770円 延長料１時間につき 

器具の使用 1,280円の範囲内で知事が定める額  １点又は１組１回につき 

イ
ベ
ン
ト
ホ
ー
ル 

 

平日 

 

2,820円 午前９時から正午まで 

3,750円 午後１時から午後５時まで 

4,680円 午後６時から午後１０時まで 

6,570円 午前９時から午後５時まで 

8,430円 午後１時から午後１０時まで 

11,250円 午前９時から午後１０時まで 

1,170円 延長料１時間につき 

休日等（日曜日

及び土曜日並び

に休日） 

3,390円 午前９時から正午まで 

4,500円 午後１時から午後５時まで 

5,620円 午後６時から午後１０時まで 

7,890円 午前９時から午後５時まで 

10,120円 午後１時から午後１０時まで 

13,510円 午前９時から午後１０時まで 

1,390円 延長料１時間につき 

器具の使用 6,940円の範囲内で知事が定める額  １点又は１組１回につき 

備考 

○営利又は宣伝を目的とする催物のために使用する場合の利用料金の基準額は、前

記の利用料金の基準額の100分の150に相当する額を当該利用料金の基準額に加算

した額とする。 

○入場料その他これに類する料金（以下「入場料等」という。）を徴収し、かつ、

営利又は宣伝を目的としない催物のために使用する場合の利用料金の基準額は、

前記の利用料金の基準額に次に掲げる入場料等の最高額の区分に応じそれぞれ次

に掲げる割合を乗じた額を当該利用料金の基準額に加算した額とする。 

 １ 1,000円以上2,000円未満 100分の70 

 ２ 2,000円以上 100分の100 

○練習又は準備のために使用する場合の利用料金の基準額は、前記の利 用料金の

基準額の半額とする。 

 

 

 

控室 1,720円 午前９時から正午まで 

2,290円 午後１時から午後５時まで 



2,860円 午後６時から午後１０時まで 

4,010円 午前９時から午後５時まで 

5,150円 午後１時から午後１０時まで 

6,870円 午前９時から午後１０時まで 

700円 延長料１時間につき 

音
楽
室 

    

 730円 １時間につき 

器具の使用 3,010円の範囲内で知事が定め

る額 

１点又は１組１回につき 

交
歓
室 

                  

平日 1,850円 午前９時から正午まで 

2,450円 午後１時から午後５時まで 

3,070円 午後６時から午後１０時まで 

4,300円 午前９時から午後５時まで 

5,520円 午後１時から午後１０時まで 

7,370円 午前９時から午後１０時まで 

760円 延長料１時間につき 

休日等（日曜日

及び土曜日並び

に休日） 

2,220円 午前９時から正午まで 

2,950円 午後１時から午後５時まで 

3,680円 午後６時から午後１０時まで 

5,170円 午前９時から午後５時まで 

6,630円 午後１時から午後１０時まで 

8,850円 午前９時から午後１０時まで 

900円 延長料１時間につき 

器具の使用 1,030円の範囲内で知事が定める額  １点又は１組１回につき 

キ
ャ
ン
プ
場 

     

 1,250 円の範囲内で知事が定める額  １日１区画につき 

器具の使用 970 円の範囲内で知事が定める額  １点又は１組１回につき 

備考  

学校教育法(昭和22年法律第26号)に規定する学校(大学を除く。)、主として19歳

未満の者が在学する専修学校若しくは各種学校、児童福祉法(昭和22年法律第164号

)に規定する保育所又は少年団体が教育活動又は団体活動として集団宿泊研修、野

外活動等を行うために使用する場合においては、利用料金を徴収しないものとする

。 

 県の住民以外の者が使用する場合の利用料金の基準額は、前記の利用料金の

基準額の 100 分の 50 に相当する額を当該利用料金の基準額に加算した額とす

る。 

(3)  実費相当額経費の徴収 

   受益者負担の考え方から、使用者からシーツ等のクリーニング代や研修関係

の材料代などの実費相当額を徴収（参加料を伴う事業や研修会は除く。）してく

ださい。 



 

 (4)  入所者への食事などの必要なサービスの提供 

   指定管理者は、使用者から食事の提供を求められたときは提供してください。 

   なお、食事代(定食)については、教育委員会が承認した金額を徴収し、食堂は

使用者から徴収した食事代で運営してください。 

  ア 食事(定食)の価格については、次表のとおりとすること。  

 朝 食 昼 食 夕 食 計 備考 

食事代 560円以内 750円以内 1,300円以内 2,610円以内 内税 

  イ 食事の提供場所は食堂とし、配膳は原則として使用者が行うこととする。

指定管理者は適切にこれを指導あるいは補助すること。また、野外炊飯場、キ

ャンプ場の使用者に対しては実費で食材の提供を行うこと。 

  ウ 廃棄物については、地元自治体の定めにより分別し、所定の場所に集積す 

ること。        

また、生ゴミの再利用を行うなど、ゴミの減量に努めること。 

  エ 調理業務を行うに当たり、食品衛生法その他の関係法令を遵守すること。 

 (5)  事業に係る広報等 

   指定管理者は、施設事業のＰＲや情報提供のために、次の例を参考に、必要な

資料の作成、配布等を行ってください。また、各種情報の収集や提供を教育委員

会と連携して実施してください。 

  ・インターネット上のホームページ等の随時更新 

・県のホームページとの連携 

  ・施設案内リーフレットの作成・配布 

  ・必要に応じて、情報紙等、各事業のチラシ等の作成・配布 

・事業報告書又は事業概要等、青少年自然の家の業務等を紹介する資料の作成・

配布 

・指導者の人材情報収集と提供 

   ・各種イベント、自主事業等の情報収集と提供 

  ・電話等での各種問い合わせへの対応 

  ・来館者及び見学者等への応接(施設の案内)等 

  ・各種報道機関等を活用した広報活動 

 

３ 施設の維持管理に関する業務 

 (1)  施設の維持管理業務 

  ア 建築物保守管理業務 

    指定管理者は、施設を適切に管理するために、日常的に点検を行い、仕上げ

材等の浮き、ひび割れ、はがれ、かび等が発生しない状態を維持し、かつ美観

を保持してください。 

    日常的(小規模)修繕で修復できるものは、指定管理者に経費を負担して修

繕していただきますが、大規模修繕(１件当たりの所要額が１００万円(消費

税含む)以上でかつ日常的修繕枠の２分の１の額を超えるもの)又は改修を要



する場合は、教育委員会と別途協議してください。 

    また、指定管理者は、使用者が施設を安全かつ安心して使用できるよう、施

設の予防保全に努め、建築物等の不具合を発見した際には速やかに教育委員

会に報告してください。 

    指定管理者は、毎年度、あらかじめ次年度に必要となる施設の保全計画を

作成し、教育委員会に提出してください。 

  イ 設備機器保守管理業務 

    指定管理者は、施設の設備の機能を維持するとともに、使用者が快適に施

設を使用できる良質な環境の保持に努めてください。 

    業務に当たっては、確実性、安全性及び経済性に配慮するとともに、正常に

機能しないことが明らかになった場合には適切な方法により対応するととも

に、教育委員会へ報告してください。 

   (ｱ)  報告・連絡・調整業務 

    ・管理報告書の作成 

     設備点検結果記録表等の報告書を作成し保存すること。 

    ・関係官公庁等への諸届け 

     資格技術者の選解任届出、法定点検業務の結果報告等について、適切に

対応すること。 

   (ｲ)  設備保全業務 

    ・定期的な潤滑油の給油、周期的な消耗品の取替え及び粉塵等の除去、清掃

を行うこと。 

    ・設備機器等に異常を発見し、応急処置をする必要があるときは、常備する

工具等を用いて処置すること。 

     ・日常業務に支障をきたさない程度の部品交換等の修理を行うこと。 

    ・日常の機器運転管理、点検、整備を行うこと。 

   (ｳ)  定期点検・整備業務 

     外観点検、機能点検、機器動作特性試験等の法定点検を実施すること。 

その際に、必要な消耗品の更新についても、指定管理者の負担により随時

行うこと。 

   (ｴ)  立会業務 

     各種法令等に基づいて行われる官公庁立入り検査及び専門業者の作業に

対して立ち会うこと。 

  ウ 清掃業務 

    指定管理者は施設及び敷地内について、良好な環境衛生、美観の保持に心

がけ、施設としての安全かつ快適な空間を保つために、日常及び定期的な清掃

を実施してください。    

また、宿泊室、廊下、浴室等の入所団体が使用した部分や野外炊飯で使用し

た物品については、団体が気持ちよく使用できるように適切に指導し、清掃を

促してください。 

 



 

   (ｱ)  日常清掃 

     指定管理者は、施設内について日常的に清掃を行い、常に清潔な状態に 

保たれるようにすること。 

     清掃回数等の条件は、指定管理者が使用頻度に応じて、適切に設定する

こと。 

     特に、浴室、便所等の水回りについては、衛生等について留意すること。 

   (ｲ)  定期清掃 

     指定管理者は、日常清掃では実施しにくい箇所の清掃等を確実に行うた

め、必要に応じて定期清掃を実施すること。 

  エ 物品管理業務 

    使用者が使用する物品については、日常的に点検し、不具合により事故が

起きないよう管理してください。 

    物品の内、その性質又は形状を変えることなく比較的長期に使用に耐える

もので、取得価格 30,000 円(消費税含む)以上のものを備品といいます。 

   (ｱ)  備え付けの備品については、参考資料６を参照すること。 

   (ｲ)  備品については、山口県会計規則その他の規則に基づいて管理すること。 

   (ｳ)  貸与する車両に係る自動車保険については、対人・対物は無制限、搭乗

者は１千万円以上のものに加入し、保険証書の写しを教育委員会に提出す

ること。 

   (ｴ)  消耗品は、施設の運営に支障をきたさないよう、適宜指定管理者が購入

して管理を行うこと。 

  オ 保安警備 

    指定管理者は、施設内及び敷地内の防犯、防災に万全を期し、機械警備等を

活用して使用者が安心して使用できる環境の確保を行ってください。 

   (ｱ)  緊急時の業務 

     火災・盗難等の発生又はそのおそれがある時は、警察・消防に通報連絡を

行うとともに、迅速かつ正確な緊急措置を講じ、被害を最小限に食い止める

こと。 

     ・人命尊重を優先し、適切な避難誘導、群衆整理、その他必要な処理 

     ・現場における消火活動、負傷者の救護その他一時処置 

     ・火災・盗難等の併発的災害の防止 

   (ｲ)  事故等への対応業務 

     事故の発生状況を把握し、必要に応じて警察への通報を行うとともに速

やかに、教育委員会に事故報告を行うこと。 

   (ｳ)  その他 

     施設賠償責任保険に加入することとし、具体的な内容については協定で

定める。 

  カ 外構、植栽管理業務 

    指定管理者は、敷地内における施設の外構の清掃及び地面、施設付属物等



の維持管理を行ってください。 

    また、次に示すような敷地内の植栽の管理(落ち葉清掃、倒木の処理、除草・

草刈、中低木管理、高木管理)を行ってください。 

   (ｱ)  散水、施肥、害虫駆除、剪定、除草、草刈等を計画的に行い、適切な緑樹

の状態を維持すること。  

   (ｲ)  業務の実施に当たっては、施設の使用に影響のないように実施すること。 

  キ 環境衛生管理業務 

    指定管理者は、使用者が快適に施設を使用できる良質な環境を提供するた

め、常に施設内及び敷地内の適切な環境衛生の維持に努めてください。 

    なお、業務に当たっては、「建築物における衛生的環境の確保に関する法

律」等の関係法令を遵守してください。 

  ク 廃棄物処理業務 

   (ｱ)  廃棄物については、事業ゴミとして定められた処理方法により適正に処

理を行うこと。 

   (ｲ)  生ゴミについては、食品リサイクル法に基づき適正に処理を行うこと。 

  ケ 宿泊室等整理整頓、衛生管理業務 

   (ｱ)  宿泊室等の衛生管理に努め、整理整頓を行うこと。 

   (ｲ)  使用者に提供する寝具等を清潔に保つように努めること。 

 (2)  施設の目的外使用 

   指定管理者は、施設の目的外使用として、教育委員会の行政財産使用許可を

得て、自動販売機や公衆電話を設置することができます。 

ア 行政財産使用料 

    行政財産使用許可を得るためには、教育委員会が定める規定に基づいて手

続きの上、使用料を県に納入してください。 

  イ 利用料 

   (ｱ) 指定管理者は、県の許可を受けて施設内に自動販売機を設置することが

できる。 

         なお、自動販売機の所有、設置管理、故障発生時の対応、商品の補充等

及び売上代金の回収等の業務を他者に行わせようとする場合は、事前に委

託事業者の選定方法等について県と協議を行うこと。 

     (ｲ)  自動販売機の設置に係る利益については、指定管理者の収入とする。 

        原則として利益は指定管理業務に活用し、経費の縮減や事業の充実を図

ること。 

        利益を指定管理会計に繰り入れる場合は、事業計画書や収支予算書等へ

反映させること。 

 

４ その他の管理業務 

 (1) 事業計画書及び収支予算書の作成 

   指定管理者は、毎年度当初に事業計画書及び収支予算書を作成し、教育委員

会が指定する期日までに教育委員会に提出してください。なお、前年度の１２月



末日までに次年度事業計画書(案)及び収支予算書(案)を作成し、教育委員会に

提出してください。 

   作成に当たっては、教育委員会と調整を図る必要があります。 

 (2) 事業報告書の作成 

   指定管理者は、事業報告書を作成してください。 

   事業報告書等に記載する内容は次のとおりとし、書式は、教育委員会と指定

管理者で協議の上、定めます。 

  ＜月別事業報告書＞ 

   ・使用実績(使用者数、入所団体数等、自主事業状況) 

   ・利用料金収入額 

  ＜年間事業報告書＞ 

   ・使用実績 

(使用者数、入所団体数、各種収支、自主事業参加者数、利用料金収入) 

   ・管理業務の実施状況 

   ・使用状況分析報告等 

   ・収支決算書等 

   ・自己評価 

  ＜業務日誌等＞ 

   ・業務日誌及び宿直日誌に特記事項を記帳し、保存しておくこと。 

 (3) 自己評価の実施 

   指定管理者は、次の方法により使用者等の意見や要望を把握し、管理運営に

反映させるよう努めるとともに、結果について教育委員会に報告すること。教育

委員会は、事業報告書及び事業評価の結果等を考慮した上で、指定管理者の業務

が基準を満たしていないと判断した場合、是正勧告を行い、改善が見られない場

合、指定を取消すことがあります。 

  ア モニタリングの実施 

    指定管理者は、使用者の使用状況や意見、満足度等を聴取し、使用者モニタ

リングを実施すること。また、使用者から聴取する意見や満足度等の項目は、

教育委員会と協議して定めること。 

  イ 施設の管理運営に対する自己評価 

    指定管理者は、使用者モニタリングにより得られた結果を基に、定期的に

施設の管理運営に対する自己評価を行い、その結果を事業報告書にまとめ教

育委員会へ提出すること。 

 (4) 教育委員会が実施する業務への協力 

   指定管理者は、各種調査及び照会への回答、利用統計の作成等、教育委員会が

必要な範囲において依頼する業務に協力してください。 

 (5) 指定期間終了に当たっての引継業務 

   指定管理者は、指定期間終了時に、次期指定管理者が円滑かつ支障なく施設

の業務を遂行できるよう、引継をしてください。 

 (6) 関係機関との連絡調整業務 



  ア 指定管理者は、教育委員会が出席を要請する会議等には出席してください。

また、適宜、地域の会合への出席などにより、地域や関係機関と密接に連携

し、地元自治体等との調整業務を行ってください。 

  イ 指定管理者は、青少年教育連絡協議会等(全国、中四国、県内)に加入し、施

設間での情報交換等に努めてください。 

 

５ その他留意事項 

(1) 再委託の禁止 

管理業務を第三者に一括して委託することは禁止する。なお、保守点検業務等、

個別業務の再委託については、教育委員会の承諾を得た上で委託を行うこと。 

 

(2) 個人情報の保護と情報公開 

  ア 管理業務に係る個人情報の事務処理に当たっては、県と同様の個人情報に

係る安全管理措置を講じる必要があり、また、個人情報の保護に関する法律

（平成 15 年法律第 57 号。以下「個人情報保護法」という。）及び参考資料○

「指定管理者個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

    個人情報保護法に違反した場合には、個人情報取扱事業者としての処罰だ

けでなく、個人情報保護法第 176 条及び第 180 条の規定により、処罰される

場合があることに留意すること。 

 

  イ 山口県情報公開条例（平成 9 年山口県条例第 18 号）を参考とし、教育委員

会と協議の上、管理業務に係る情報の公開に関する規程を定め、これに基づき

情報公開を行うこと。 

 

(3) 文書の管理・保存 

管理業務に伴い作成し、又は受領する文書等については、知事が取り扱う公文

書の管理に関する規程（令和６年山口県訓令第４号）等に準じて、別途、文書の

管理に関する規程を定め、適正に管理・保存を行うとともに、指定期間終了時に

おいて、教育委員会の指示に従い引渡しを行うこと。 

 

 


